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(書  評〉
山谷修作著

『ごみ減量政策
一一自治体ごみ減量手法のフロンティア』

湧口 清隆

(相模女子大学)

本書は、東洋大学名誉教授で経済学博士の山

谷修作先 f卜が、2016～ 2018年度に科研費を獲

得して実施した「家庭ごみ有料化制度運用方策

の実証的研究」の成果をもとに、月刊専門誌『都

市と廃棄物』2018年 1月 号～2020年 3月 号に

連載した論考と雑誌『生L活 と環境』2019年 3月

号に掲載した論考をベースとしてまとめた書籍

である。全体で4部 21草から構成され、本文だ

けで 262ページの大作であるが、単著ゆえに最

初から最後まで論旨が一貫しており、通して読

んだ際に無理なく本書の主張が伝わってくる。

また、ごみを「ごみ」と一括りに扱うのではな

く、課題や減量対策が種類別、排出主体別に体

系的に整理され、章ごとに根拠となるデータと

合わせて説明されていることから、納得できる

内容となっている。さらに各部に 1ページほど

の「小括Jが設けられ、それだけで本書の概要
を知ることができる工夫もされている。

山谷先生はこれまでも公益事業学会の大会や

部会で廃棄物問題の報告を重ねられており、本

学会でごみ問題研究の第一人者であることは公

知の事実である。一般に「公益事業」と言うと、

エネルギーや水道、情報通信、交通など、国策

のもとで大企業が活躍する産業に目が向きがち

であるが、山谷先生は、自治体単位でサービス

供給、政策立案されるごみ問題を、大変早い時

期からテーマとしてとり Lげ、地道に研究を重

ねられてきた。実際、科研費獲得履歴を見る

と、山谷先生はごみをテーマに研究代表者とし

て2000年から6厄 |、 環境施策をテーマに研究代

表者および共同研究者として 21コ科研費を獲得

している。おかげで、過去のアンケー ト結果と

比較して、人々のごみ問題や環境配慮に対する

意識や行動の変化も読み解くことができる。そ

れだけに本書は 20年余りにわたる山谷先生の

ごみ問題の研究の集大成と言っても過言ではな

いだろう。

ごみには、食品ロス、プラステックごみ、古

紙、金属、ガラスなどの資源ごみ、家庭系ごみ

と事業系ごみと違いがあり、ごみ減量対策に

も、ごみ袋やレジ袋の有料化のような経済的手

法のほか、マイボトル持参運動のような奨励的

手法、立入り調査のような規制的手法が存在し

ている。家庭系ごみ 1つ とっても、廃棄食品も

食品 トレーやビン、缶、ペットボトルなどもあ

り、廃棄食品であれば消費者が買い過ぎや作り

過ぎ、食材の過剰除去を防ぐことでごみ減量に

つながる一方、 トレーなどの容器のF「l題は小売
店の協力も不可欠である。また、ごみ減量対策

はごみ袋の有料化だけではなく、回収頻度や分

別確認調査の有無、戸別か集積所かといった‖又

集方法も含めて考えなければならない。一方、

小売店が収集した容器は産業系ごみとして扱わ

れる。したがって、うまく整理して議論を進め

ていかないと、議論の重複や漏れが出てくる。

このような課題に対し、本書はごみ減量対策
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の観点から時系列的に議論を進めることで、議

論の無 lllな 行き来を回避している。著者はいき

なり有料化の議論に入るのでなく、有料化以前

のlkり 組みであった奨励的手法に若目する。第

1部 (第 1章～第 5章 )では「推奨的プログラ

ムJと して、買い物袋持参運動やエコショップ

制度、食べきり協力店制度、雑がみ分11制度を

とり上げ、これらの運動や市J度の変容や効果を

分析している。第 2部 (第 6章～第 12章 )では

「家庭ごみ有料化Jと して、実施状況、減量効

果、手数料水準 市1度の見直しとその効果、有
料化がもたらす消費者の意識改革効果、有料指

定袋の容量や形状、有料化に合わせて実施した

併用施策の効果を分析し、これら一連の結果を

踏まえて有料化施策をll価 しているぅ時系列的

な議論の良さは、布料化以前にマイバッグ持参

運動などがバッグの無料配布や特典付与在どと

ともに行われることが多かった一方で、これら

の奨励的手法は有料化に合わせて大きく変容し

ている点に挙げられる。奨励的手法によるごみ

減量政策に対する意識づけから、経済的手法に

よるより直接的な減量への意識づけへの効果を

流れとして見ることにつながる。有料化後、料

金値下げや無償化した場合であっても、ごみの

排出量が増えるのではなく減る事例も多い点が

興味深い。ごみ減量の意識づけが十分に行われ

ることで、料金の有無や水 rltに よらず、減量に

努める消費者が多いことがポイントである。

第 3部 (第 13章～第 19章 )では「事業系ご

み減量化」として、事業系ごみの減量対策の効

果を検証しているっ多量JF出事業所指導やごみ

搬人時の展開検査、手数料設定や改定などの効

果に加え、自治体、事業所、収集運搬許可業者

との連携の効果について検討している。手数料

額の大幅値上げがごみ減量につながらない一

方、わずかな値上げでも減量に大きく貢献する

特殊事例が興味深い。他の施策によりかなり減

量が進んでいる場合には値上げ効果が効かない

反而、排出事業者にとって料金水準が焼却処理

とリサイクルによる資源化の選択の境界にある

場合にはわずかなll上げでも一気に資源化を進

公益事業柳「究 第 73巻第 1号

めることがあることを紹介している。これらの

事例を見ると、統計的データだけでは見えてこ

ない要因が存在していることや、全国各自治体

のさまざまな事例をヒアリングにより丁寧に確

認しているからこそ効果的なごみ減量政策が見

えてくることが痛感させられる。

最後に、第 4部 (第 20章、第 21章 )では「ご

み収集システムの見直しJと して、環境負荷低

減と効率化を狙いとした資源物収集システムの

見直しと、高齢社会のごみ減量方法が提案され

ている。山谷先生は、ごみを「自分ごと」にし

ない限り、効果的なごみ減量にはつながらない

だろう、そのためには、「ごみの排出者責任を

明確化でき、また高齢者にやさしいゴミ出し方

式でもある戸別収集……がこれからの時代の

『あるべきごみ収集のかたち』の一つである」

(p262)と いう点を強訓する。戸別収集はさま

ざまな課題もあるが、課題は短期間である程度

克服可能であり、ごみを「自分ごと」にする効

果が大きいので、ごみ収集の有料化と合わせて

取り組むべき施策であると提案されている。

図らずも、2021年 6月 の公益事業学会第 71

回大会の統一論題シンポジウムにおいて、小田

急電鉄株式会社の執行役員 。経営戦略部長の久

富雅史様から、地域密着型サービスプラット

フォーム「ONE」 (オ ーネ)の紹介があった。

その中で、小田急電鉄が座間市と連携して実施

しているサーキュラー・エコノミー事業の実証

実験が紹介され、ごみ収集事業に鉄道事業の経

験やノウハウが活かせることが強調されてい

た。従来、同じ公益事業ながら別の領域と認識

されてきた鉄道とごみが、プラットフォームを

介して結びつくことが示唆されたように感じら

れる。公益事業学会の中で 1つの領域として確

立されつつも、どちらかといえばマイナーな領

域であったごみ問題が、眩しい光があたる時代

になってきたことを、本書は示唆しているかも

しれない。

(九善出版、2020年 9月 、264ペ ージ、定価

3,080円 [税込])
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